
    ※県内順位・・・県内の２１市（浜松市・静岡市除く）

各種財政指標等の推移【平成25年度決算状況】
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H26見込み

××××

国の経済対策

億円

○○○○×××× ○○○○ ○○○○○○○○ ××××○○○○ ××××××××

目標19億円以上

・中部学校給食センター

供用開始に伴う増

・臨時財政対策債借入

抑制に伴う増

目標90%未満

○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ××××

○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○
H26見込み

国の経済対策

H26見込み

××××

90.0

健全財政確保のための目標健全財政確保のための目標健全財政確保のための目標健全財政確保のための目標

目標１目標１目標１目標１ 地方債発行額については、各年度の元金償還額以下とする。地方債発行額については、各年度の元金償還額以下とする。地方債発行額については、各年度の元金償還額以下とする。地方債発行額については、各年度の元金償還額以下とする。

目標２目標２目標２目標２ 基金残高（財政調整基金・減債基金）は、基金残高（財政調整基金・減債基金）は、基金残高（財政調整基金・減債基金）は、基金残高（財政調整基金・減債基金）は、19191919億円以上とする。億円以上とする。億円以上とする。億円以上とする。

目標３目標３目標３目標３ 経常収支比率は経常収支比率は経常収支比率は経常収支比率は90909090％未満とする。％未満とする。％未満とする。％未満とする。

県内ワースト３位県内ワースト３位県内ワースト３位県内ワースト３位

県平均県平均県平均県平均84.884.884.884.8
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投資的経費

その他

繰出金

補助費等

物件費

人件費

扶助費

公債費

借入額が返済額を上回る借入額が返済額を上回る借入額が返済額を上回る借入額が返済額を上回る

＜＜＜＜H25H25H25H25決算の特徴点決算の特徴点決算の特徴点決算の特徴点＞＞＞＞

◇国の経済対策事業に伴う地方負担分について地方債を増発したことにより、プライマリーバランス及び

地方債現在高に影響を及ぼしている。

◇経常収支比率は、中部学校給食センターなど新たに整備した施設のランニングコストの増などにより対

前年比2.8％増加。

＜＜＜＜性質別の主な増加項目（性質別の主な増加項目（性質別の主な増加項目（性質別の主な増加項目（H18H18H18H18年度対比年度対比年度対比年度対比））））＞＞＞＞
◇扶助費25.2億円（113.5％増） 児童手当・生活保護費等、社会保障制度に伴う増

◇物件費5.5億円（13.9%増） 合併特例債を活用し新たに整備した施設のランニングコストによる増
◇繰出金6.3億円（25.7％増） 医療費の伸びによる国保・介護特別会計への繰出金の増

目標残高をキープ目標残高をキープ目標残高をキープ目標残高をキープ

県内ワースト３位！県内ワースト３位！県内ワースト３位！県内ワースト３位！

自由に使えるお金は１割！

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率

財調・減債基金残高財調・減債基金残高財調・減債基金残高財調・減債基金残高

プライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランス

早期健全化基準（イエロー） 350％
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104.4105.7

93.8

中東遠総合医療センター

開院等に伴う減

県内第県内第県内第県内第15151515位位位位

県平均県平均県平均県平均47.847.847.847.8

一般会計が将来負担すべき実質的な

負債（組合・企業会計等含む）の標準

財政規模に対する比率

（例：家族全員の借金総額が１年間の

給与収入に占める割合）

将来負担は着実に減少将来負担は着実に減少将来負担は着実に減少将来負担は着実に減少
将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
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財政再生基準（レッド） 35%

旧袋井市民病院病院事業

債繰上償還等に伴う減

県内第県内第県内第県内第14141414位位位位

県平均県平均県平均県平均9.79.79.79.7

早期健全化基準（イエロー） 25％

一般会計が負担する借入金返済額（組合・企業会
計等含む）の標準財政規模に対する比率
（例：家族全員の１年間の借金返済額が給与収入に
占める割合）

ローンの割合が減少ローンの割合が減少ローンの割合が減少ローンの割合が減少
実質公債費比率（実質公債費比率（実質公債費比率（実質公債費比率（3333カ年平均）カ年平均）カ年平均）カ年平均）
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国の経済対策

９億円

経済対策経済対策経済対策経済対策→→→→借入借入借入借入→→→→残高増残高増残高増残高増
地方債残高地方債残高地方債残高地方債残高

0.8580.8530.8540.859
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0.990
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財政力を示す指数。この指数が大きいほど財政的に余裕があるとされ、

「1」を超えると普通交付税は交付されない。

県内第県内第県内第県内第13131313位位位位

県平均県平均県平均県平均0.8560.8560.8560.856

ここ数年は０．８５で横ばいここ数年は０．８５で横ばいここ数年は０．８５で横ばいここ数年は０．８５で横ばい
財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数
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扶助費・物件費・繰出金が増加扶助費・物件費・繰出金が増加扶助費・物件費・繰出金が増加扶助費・物件費・繰出金が増加
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